
告 示

�愛媛県告示第９１８号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する同法第

１４条第１項の規定に基づき、松山河川国道事務所長から次のとおり

公共測量を実施する旨の通知があった。

平成２８年８月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 作業種類 公共測量（基準点測量）

２ 作業期間 平成２８年８月３日から

１２月２６日まで

３ 作業地域 上浮穴郡�万高原町大川
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�愛媛県告示第９１９号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する同法第

１４条第１項の規定に基づき、松山河川国道事務所長から次のとおり

公共測量を実施する旨の通知があった。

平成２８年８月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 作業種類 公共測量（基準点測量）

２ 作業期間 平成２８年８月８日から

平成２９年３月３日まで

３ 作業地域 松山市保免地区
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�愛媛県告示第９２０号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する同法第

１４条第１項の規定に基づき、松山河川国道事務所長から次のとおり

公共測量を実施する旨の通知があった。

平成２８年８月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 作業種類 公共測量（基準点測量）

２ 作業期間 平成２８年８月１０日から

平成２９年２月１０日まで

３ 作業地域 松山河川国道事務所管内

国道３３号、国道５６号、国道１９６号

三坂道路、松山外環状道路インター線
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�愛媛県告示第９２１号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第１６条及び愛媛県都市計画

公聴会規則（昭和４５年愛媛県規則第１号）第２条の規定により、次

のとおり公聴会を開催する。

平成２８年８月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 日時 平成２８年９月２日（金）１９時００分から

２ 場所 内子町五十崎自治センター 会議室

３ 公聴会の案件及びその概要

� 案件

内子都市計画「都市計画区域の整備、開発及び保全の方針の

変更」の案について

� 案件の概要

都市計画区域の整備、開発及び保全の方針（都市計画区域マ

スタープラン）は、都市計画区域全体を対象とし、愛媛県が広

域的な見地から、長期的な視点に立った都市の将来像を明確に

発 行 愛 媛 県

� 目 次 �
告 示

○ 公共測量の実施の通知（３件）………………………………………………………………………………………………………………………（道路維持課）…６２３

○ 公聴会の開催……………………………………………………………………………………………………………………………………………（都市計画課）…６２３

○ 建設業者の許可の取消し………………………………………………………………………………………………………………………（中予地方局管理課）…６２４

○ 道路の区域変更（県道野村柳谷線）………………………………………………………………………………………………（南予地方局西予土木事務所）…６２４

○ 道路の供用開始（ 〃 ）………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…６２４

○ 医師の指定…………………………………………………………………………………………………………………………………（福祉総合支援センター）…６２４

○ 指定医師の所在地の変更…………………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…６２５

○ 指定医師の辞退の届出……………………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…６２５

○ 落札者等の告示（４件）…………………………………………………………………………………………………………………………（警察本部会計課）…６２５

公 告

○ 特定非営利活動法人の設立の認証の申請の公告………………………………………………………………………………………（男女参画・県民協働課）…６２６

○ 特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申請の公告………………………………………………………………………………（ 〃 ）…６２６

監 査 公 表

○ 定期監査結果の公表……………………………………………………………………………………………………………………………………（監査事務局）…６２７

この県報に掲載される入札告示、落札者等の告示及び入札公告は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の

適用を受けるものである。

毎週（火・金）曜日発行 第２７９８号 平成２８年８月１２日

平成２８年８月１２日金曜日 第２７９８号

愛 媛 県 報

６２３



��������������

��������������

��������������

��������������

し、その実現に向けた道筋を明らかにするため、都市計画の基

本的な方針を定めるものである。

４ 公述の申出等

� 公述の申出

公聴会に出席して意見を述べようとする者（当該都市計画区

域内市町に在住の人ならびに利害関係者に限る）は、意見の要

旨及びその理由並びに住所氏名を記載した書面を知事に提出す

ること。

� 申出の期限

平成２８年８月２６日（金）まで

なお、申出の期限までに公述の申出がない場合は、公聴会の

開催を中止する。

� 問合せ先

〒７９０―８５７０ 愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

愛媛県土木部道路都市局都市計画課都市計画グループ

（電話 ０８９―９１２―２７３８）

�愛媛県告示第９２２号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成２８年８月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第９２３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２８年８月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第９２４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２８年８月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第９２５号
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第１項の規定により、次のように医師の指定をした。

平成２８年８月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－２５）第１７１９１号 平成２５年
７月２３日

�アート＆クラフトホー
ム 武田 好央 松山市古川南２－７－２３ 平成２８年

７月１２日

建築工事業、大工工事業
屋根工事業
タイル・れんが・ブロック
工事業
内装仕上工事業

建設業の廃止

（般－２５）第１４１８３号 平成２６年
１月２１日 共和水道� 武智 敏彦 松山市鷹子町７８７－２ 平成２８年

７月１９日
土木工事業、管工事業
水道施設工事業 建設業の廃止

（般－２４）第１２９４６号 平成２５年
１月９日 �後藤工業 後藤 常三 松山市東石井５－５－２３ 平成２８年

７月２９日 左官工事業 建設業の廃止

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 野村柳谷線 西予市野村町舟戸２６６９番

旧 ３．５～６．０ ０．０９０

新 ３．５～６．０
５．０～５５．５

０．０９０
０．０８２

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 野村柳谷線 西予市野村町舟戸２６６９番 平成２８年８月１２日

愛 媛 県 報平成２８年８月１２日 第２７９８号

６２４
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�愛媛県告示第９２６号
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第１項の規定により指定した医師が、次のように所在地を変更した。

平成２８年８月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第９２７号
身体障害者福祉法施行令（昭和２５年政令第７８号）第３条第２項の規定により、次のように指定医師の辞退の届出があった。

平成２８年８月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第９２８号
次のとおり随意契約者を決定した。

平成２８年８月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

診断する身体障害の種類 診療科名 病 院 又 は
診療 所 の 名 称 医 師 氏 名 同 左 所 在 地 指定年月日

音声、言語機能障害、肢体不自
由、呼吸器・ぼうこう又は直腸・
小腸機能障害、ヒト免疫不全ウ
イルスによる免疫機能障害、肝
臓機能障害

内科、循環器
内科

医療法人沖縄徳州会
宇和島徳州会病院 池 田 佳 広 宇和島市住吉町２丁目６番２４号 平成

２８年８月１日

ヒト免疫不全ウイルスによる免
疫機能障害、肝臓機能障害

内科、神経内
科、リハビリ
テーション科

医療法人沖縄徳州会
宇和島徳州会病院 貞 島 博 通 宇和島市住吉町２丁目６番２４号 平成

２８年８月１日

肢 体 不 自 由 脳神経外科 市 立 宇 和 島 病 院 大 塚 祥 浩 宇和島市御殿町１番１号 平成
２８年８月１日

視 覚 障 害 眼 科 国立大学法人愛媛大
学医学部附属病院 上 乃 功 東温市志津川 平成

２８年８月１日

肝 臓 機 能 障 害 消化器内科 国立大学法人愛媛大
学医学部附属病院 今 井 祐 輔 東温市志津川 平成

２８年８月１日

肢 体 不 自 由 形成外科、皮
膚科

国立大学法人愛媛大
学医学部附属病院 宮 脇 さおり 東温市志津川 平成

２８年８月１日

肢 体 不 自 由
内科、リハビ
リテーション
科

医療法人青峰会チヨ
ダクリニック 近 藤 雅 博 八幡浜市川通１４５５番地２２ 平成

２８年８月１日

肢体不自由、心臓・じん臓・呼
吸器・ぼうこう又は直腸・小腸・
肝臓機能障害

内 科 西予市立野村病院 千 崎 健 佑 西予市野村町野村９号５３番地 平成
２８年８月１日

医 師 氏 名
旧 所 在 地 新 所 在 地

変 更
年月日病院又は診療所の名称 同 左 所 在 地 病院又は診療所の名称 同 左 所 在 地

鈴 木 崇 国立大学法人愛媛大学医学部
附属病院 東温市志津川 医療法人石峰会いしづち眼科 新居浜市庄内町１丁目８－３０ 平成２８年

８月１日

診断した身体障害の種類 診療科名 病 院 又 は
診療 所 の 名 称 医 師 氏 名 同 左 所 在 地 届出年月日

聴覚・平衡・音声、言語・そし
ゃく機能障害

耳鼻いんこう
科

国立大学法人愛媛大
学医学部附属病院 小 川 日出夫 東温市志津川 平成

２８年７月２１日

肢体不自由、心臓・じん臓・呼
吸器・ぼうこう又は直腸・小腸
機能障害

内 科 社会福祉法人恩賜財
団済生会今治病院 梅 田 政 吉 今治市喜田村７丁目１番６号 平成

２８年７月２５日

肢 体 不 自 由 整 形 外 科 社会医療法人石川記
念会ＨＩＴＯ病院 山 岡 豪大朗 四国中央市上分町７８８－１ 平成

２８年７月２７日

肢体不自由、心臓・じん臓・呼
吸器・肝臓機能障害 内 科 国立大学法人愛媛大

学医学部附属病院 寺 尾 孝 志 東温市志津川 平成
２８年７月２８日

随意契約に係る物品等の
名称及び数量

契約に関する事務を
担当する機関の名称
及び所在地

随意契約の相手方
を決定した日

随意契約の相手方の氏
名及び住所

随意契約に係る
契約金額 随意契約にした理由

電子計算機（ホストコンピ
ュータ）一式の借入れ

愛媛県警察本部警務部
会計課
愛媛県松山市南堀端町
２番地２

平成２８年６月２９日

ＮＥＣキャピタルソリュ
ーション株式会社四国支
店
香川県高松市中野町２９番
２号

４，２６６，０００円
（月額）

地方自治法施行令１６７条の２第８
項による。

愛 媛 県 報平成２８年８月１２日 第２７９８号
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�愛媛県告示第９２９号
次のとおり随意契約者を決定した。

平成２８年８月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第９３０号
次のとおり落札者を決定した。

平成２８年８月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第９３１号
次のとおり随意契約者を決定した。

平成２８年８月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第１０条第１項の規定に基づき、特定非営利活動法人の設立の認証の申請があったので、同

条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成２８年８月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２５条第４項の規定に基づき、特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申請があったの

で、同条第５項において準用する同法第１０条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成２８年８月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

随意契約に係る物品等の
名称及び数量

契約に関する事務を
担当する機関の名称
及び所在地

随意契約の相手方
を決定した日

随意契約の相手方の氏
名及び住所

随意契約に係る
契約金額 随意契約にした理由

ホストコンピュータ等及び
免許台帳ファイリングネッ
トワーク一式の借入れ

愛媛県警察本部警務部
会計課
愛媛県松山市南堀端町
２番地２

平成２８年６月２９日
株式会社ＪＥＣＣ
東京都千代田区丸の内三
丁目４番１号

８，５９９，５００円
（月額）

地方自治法施行令１６７条の２第８
項による。

随意契約に係る物品等の
名称及び数量

契約に関する事務を
担当する機関の名称
及び所在地

随意契約の相手方
を決定した日

随意契約の相手方の氏
名及び住所

随意契約に係る
契約金額 随意契約にした理由

指紋情報管理システム一式
の借入れ

愛媛県警察本部警務部
会計課
愛媛県松山市南堀端町
２番地２

平成２８年７月２２日

ＮＥＣキャピタルソリュ
ーション株式会社四国支
店
香川県高松市中野町２９番
２号

４，１９８，２８４円
（月額）

地方自治法施行令１６７条の２第８
項による。

落札に係る物品等の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続 入 札 公 告 日

微物分析装置一式の借入れ
愛媛県警察本部警
務部会計課
愛媛県松山市南堀
端町２番地２

平成２８年７月１５日
ＩＢＪＬ東芝リース株
式会社
東京都港区虎ノ門一丁
目２番６号

２７３，４５６円
（月額） 一般競争入札 平成２８年５月３１日

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成２８年７月２５日 特定非営利活動法人
Ｒａｄｉａｎｔ 堀 川 あゆみ 松山市土居田町３３１番地１３ この法人は、地域活性化イベントを各地で開催

することによって、主に女性の社会参画及び青
少年を育成する支援活動を行い、以って、地域
社会に寄与することを目的とする。
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監 査 公 表

�公表第９号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第９項の規定により、

監査の結果を次のとおり公表する。

平成２８年８月１２日

愛媛県監査委員 山之内 芳 夫

同 毛 利 修 三

同 黒 川 洋 介

同 岡 田 清 隆

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成２８年８月２日 特定非営利活動法人
移植への理解を求める会 向 田 陽 二 松山市鷹子町９２８番地２ この法人は、腎臓の機能が損なわれ、腎臓移植

医療を必要とする人たちのために、一般市民に
対して、腎臓移植医療の知識の普及と啓発活動
を行い、また、国及び関係機関に対しては、腎
臓提供者の意思を尊重しつつ、修復腎移植推進
を含む腎臓移植制度の充実を図る政策の実施を
求める活動を行い、もってわが国における腎臓
移植医療の推進に寄与することを目的とする。

附帯事業（土地造成事業）については、当年度は県内企業４社に

２３，５９４�を売却、１社に１６，７４９�を賃貸、道路敷地４，８３９�を西条

市に譲渡したことにより未処分地は約６万６，０００�に減少したが、

引き続き早期売却等に努められたい。

� 営業未収金（納期到来分）について、適切な債権管理と早期回収

に、引き続き努められたい。

（平成２８年３月３１日現在 単位：円）

区 分 過年度未収金
�

現年度未収金
�

未収金合計
�＋�

西条地区工業用水道
給水料金 ５０３，１１７ ３３，３２１ ５３６，４３８

今治地区工業用水道
給水料金 １，６１３，１７８ ０ １，６１３，１７８

計 ２，１１６，２９５ ３３，３２１ ２，１４９，６１６

３ 病院事業

� 経営成績について、当年度の患者数は、前年度から減少したもの

の、患者一人当たりの診療収入の増加等により医業収益は増加して

いる。しかしながら、給与費や減価償却費などの医業費用が大幅に

増加したため、経常利益は前年度を７億７，８２２万円下回る４，０１２万円

と大きく減少しており、経営内容は厳しさを増している。

一方、当年度の決算については、前年度に発生した地方公営企業

会計基準の改正に伴う退職給付引当金等の特別損失が今年度は発生

しなかったことなどにより、９１億９，９９２万円の純損失から経常利益

と同額となる４，０１２万円の純利益に転換した。

しかしながら、累積欠損金は、２０６億円に上り、また、企業債３２３

億円や一般会計等からの長期借入金９９億円など、負債が資産を上回

る債務超過の状況になっており、依然として厳しい財政状態が続い

ている。

病院事業を取り巻く環境は、医師不足などを背景に厳しい状況に

あると思われるが、中央・今治・南宇和・新居浜の４病院が、国の

医療制度改革や本県の地域医療構想との連携を図りつつ地域の中核

病院として高度で良質な県民医療を安定的に供給するとともに、引

き続き経営健全化と経営体質の強化に取り組まれたい。

その取組みにあたっては、平成２８年３月、今後の急速な人口減少

や少子高齢化等により各県立病院の経営環境が急激に変化すること

を前提に、健全経営の確保と病院ごとの機能に応じた経営体質の強

化を今後の経営方針とする「愛媛県立病院中期経営戦略」（平成２８

～３２年度）が策定された。

この戦略には、県立病院の基本的な方向性と各県立病院の目指す

べき病院像が示されており、特にドクターヘリを活用した救急医療

体制の強化については、県民の大きな期待が寄せられており、着実

な運航体制の確立に努められたい。

また、新居浜病院と今治病院については、建て替えを含めた施設

の老朽化対策が盛り込まれているが、平成２７年度の病院事業決算は、

平成２２年度から６年連続で経常黒字を計上しているものの、黒字額

は平成２６年度から大幅に減少しており、経営内容は厳しさを増して

いる。

このようななかで多額の資金を必要とする施設の整備計画を進め

ていくためには、健全経営による資金の確保が重要であることから、

各県立病院は、この戦略に示された具体的な取り組みを着実に実施

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

公 営 企 業 管 理 局

総 務 課 平成２８年６月２０日

発 電 工 水 課 平成２８年６月２０日

県 立 病 院 課 平成２８年６月２０日

松 山 発 電 工 水 管 理 事 務 所 平成２８年６月１６日

今治地区工業用水道管理事務所 平成２８年６月１６日

西条地区工業用水道管理事務所 平成２８年６月３日

中 央 病 院 平成２８年６月２０日

今 治 病 院 平成２８年６月１６日

南 宇 和 病 院 平成２８年５月３１日

新 居 浜 病 院 平成２８年６月３日

（監査の結果）

平成２７年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を実施

したところ、おおむね良好であったが、次の事項が認められた。

１ 電気事業

� 畑寺発電所発電電力の売電契約に係る未収金について、適切な債

権管理に努められたい。

（平成２８年３月３１日現在 単位：円）

調定年度 債務者数 未収金額 備 考

２７年度 １者 ５６，０８４，８０１ 平成２７年度決算による

２ 工業用水道事業

� 今治地区工業用水道事業については、給水能力に見合う契約給水

量の確保により経営成績自体は安定している。

しかしながら、実績給水率（契約給水量に対する実績給水量の比

率）は依然として低調であることから、給水契約の維持や新規需要

の開拓など、事業の安定を持続させるための取組が望まれる。

また、西条地区工業用水道事業については、前年度に引き続き純

利益を計上したものの、長期借入金と企業債を合わせると２１２億円

の借入残高があり、依然として厳しい財政状態にあることから、引

き続き企業立地の促進等による新規需要の開拓等に努力を払われた

い。
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するなど、引き続き経営の健全化と経営体質の強化に努められたい。

� 廃止された三島病院及び北宇和病院に係る個人医業未収金及び医

業外未収金について、適切な債権管理と早期回収に、引き続き努め

られたい。

（平成２８年３月３１日現在 単位：円）

区 分 個人医業未収金
�

医業外未収金
�

計
�＋�

旧三島病院 １４，８９５，０８４ ４７，２４０ １４，９４２，３２４

旧北宇和病院 ５，２２３，１７０ ８９１，７６３ ６，１１４，９３３

計 ２０，１１８，２５４ ９３９，００３ ２１，０５７，２５７

� 個人医業未収金の納期到来分３２９，３１８，２４６円（過年度未収金２７７，６

６７，４８４円、現年度未収金５１，６５０，７６２円）について、早期回収に、引

き続き努められたい。 （中央病院）

� 医業外未収金の納期到来分２，１４０，３６２円（過年度未収金１，３４７，５５３

円、現年度未収金７９２，８０９円）について、早期回収に、引き続き努

められたい。 （中央病院）

� 個人医業未収金の納期到来分４７，８５７，７００円（過年度未収金３５，４９４

，０８４円、現年度未収金１２，３６３，６１６円）について、早期回収に、引き

続き努められたい。 （今治病院）

� 医業外未収金の納期到来分１７６，７０７円（過年度未収金１０６，５６７円、

現年度未収金７０，１４０円）について、早期回収に、引き続き努められ

たい。 （今治病院）

� 個人医業未収金の納期到来分２４，５６６，５８７円（過年度未収金２２，６９５

，４０７円、現年度未収金１，８７１，１８０円）について、早期回収に、引き

続き努められたい。 （南宇和病院）

	 医業外未収金の納期到来分６２，３００円（過年度未収金４８，８００円、現

年度未収金１３，５００円）について、早期回収に、引き続き努められた

い。 （南宇和病院）


 個人医業未収金の納期到来分４９，６９０，８１１円（過年度未収金４３，１７６

，９２１円、現年度未収金６，５１３，８９０円）について、早期回収に、引き

続き努められたい。 （新居浜病院）

� 医業外未収金の納期到来分３６１，５８４円（過年度未収金２７０，８２９円、

現年度未収金９０，７５５円）について、早期回収に、引き続き努められ

たい。 （新居浜病院）

平成２８年８月１２日 発行
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